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図　京都市のごみ量の推移
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図　業者収集ごみ物理的組成経年変化（湿重量比％）
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図　持込ごみ物理的組成経年変化（湿重量比％）
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図　業者収集ごみの業種別排出比率（平成１２年度）
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図　業者収集ごみの業種別ごみ質（平成９年度）
事業系廃棄物の減量化のための分別収集モデル事業報告書
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図　大規模事業所排出ごみのごみ種別処理量と再生利用率（平成１２年度）
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図 循環型社会の形成の推進のための法体系 

出典：経済産業省資料を基に一部加筆 

 

  
15



事業系ごみ処理責任を巡る法制度面の議論の動向 

 

○ 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会では、廃棄物の処理責任の徹底、適正処理の確保、

排出抑制と円滑なリサイクルの推進の観点から、廃棄物・リサイクル制度の基本問題につ

いて検討を進めているところ（平成１４年中には最終とりまとめ）。平成１４年３月の中間

とりまとめにおいては、廃棄物の定義、廃棄物の区分、廃棄物処理業・施設設置規制、排

出者責任、拡大生産者責任の各論点について考え方が示されている。 

 

○ このうち事業系ごみの処理責任に関しては、「廃棄物の区分」、「排出者責任」、「拡大生産者

責任」に関する議論の中で言及されている。以下に、議論の概要を示す。 

 

１．廃棄物の区分に関する議論 

＜現状＞ 

○ 廃棄物処理法では排出事業者責任により処理すべき２０品目が産業廃棄物であり、それ以

外は一般廃棄物として区分。このため、一般廃棄物には日常生活に伴って排出されるごみ

のほか、事業活動に伴って排出される一般廃棄物（事業系一般廃棄物）も含まれる。 

○ 事業系一般廃棄物については、市町村が自ら処理する場合や許可業者が処理する場合があ

る。また、市町村は、排出者責任に基づき排出事業者から処理費用の一部として手数料を

徴収する場合が多い。 

⇒ 事業系一般廃棄物については、排出抑制を図る観点から、排出事業者の責任を強化

すべきとの指摘 

 

＜見直しの方向性＞ 

○ 廃棄物の排出源に対応して、例えば、「生活系廃棄物」（日常生活に伴って排出される廃棄

物をいい、原則として市町村の責任の下で処理）と「事業系廃棄物」（事業活動に伴って

排出される廃棄物をいい、原則として排出事業者責任の下で処理）に区分することが考え

られる。 

○ 現在の事業系一般廃棄物については、排出者責任の徹底による排出抑制の促進を図る観点

から、本来的には、事業系廃棄物として排出事業者が責任を負うこととすることが考えら

れる。 

＊ ただし、現在の事業系一般廃棄物を事業系廃棄物に区分することについては、現状における

以下の問題や実態を考慮すれば、市町村が引き続き一定の責任を負いつつ、排出事業者にお

いて適正な処理費用の負担を行うこととすることも考えられる。 

・ 特に小規模事業者について、現在の産業廃棄物に係る排出事業者責任（費用負担、マニ

フェスト等）をどこまで負担できるかという問題 

・ 産業廃棄物処理施設の不足、不法投棄の多発等、現在の産業廃棄物処理を取り巻く問題 

・ 従来より、市町村責任の下で、市町村及び民間業者により適正な処理が行われてきたと

いう実態 

・ 事業系一般廃棄物が生活系廃棄物と同様の性状を有する場合もあること 
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２．排出者責任に関する議論 

＜現状＞ 

○ 一般廃棄物については、市町村が処理責任を負い、排出者である国民は、廃棄物処理に関

する市町村への協力等（分別ルールの遵守、粗大ごみの有料制への対応等）により一定の

責任を果たしているところ。 

○ 産業廃棄物については、排出事業者が最終処分を含めて適正処理の責任を負うこととなっ

ている。 

⇒ 排出者の立場としての国民、排出事業者の責任を強化すべきとの指摘 

 

＜見直しの方向性＞ 

○ 一般廃棄物については、国民も排出者として、地域特性等に応じて地方公共団体が行うご

み有料化や分別排出等の取組に協力するとともに、住民レベルでの集団回収やリサイクル

活動の実施・参加に努めることが重要。 

○ 産業廃棄物については、数次の廃棄物処理法改正により排出事業者責任の強化が行われて

おり、引き続き処理責任の徹底を進めることが必要。 

 

 

３．拡大生産者責任に関する議論 

＜現状＞ 

○ 拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility：EPR）とは、製品に対する生産者

の責任を製品の使用後にまで拡大することにより、製品が廃棄物として排出されることの

抑制やリサイクル・適正処理を容易とする等、製品のライフサイクル全体にわたり効率的

に使用済み製品に係る環境負荷を減らすための手法。 

○ 我が国においては、事業者に対する責任として、循環型社会形成推進基本法における拡大

生産者責任の概念の明記、リサイクル関連法における拡大生産者責任の具体化が行われて

いるところ。 

⇒ 市町村における処理困難物の増加や不法投棄の問題に対して、生産者が一定の役割

を負うべきとの指摘 

 

＜見直しの方向性＞ 

○ 環境への負荷をできる限り低減させる循環型社会構築のため、他の政策手法と比較しつ

つ、生産者責任をより一般化、拡大・強化していくことが必要。その際、市町村が処理困

難な物や、設計・製造段階での工夫により排出抑制・リサイクル・適正処理等が促進され

る物等を対象としていくことが考えられる。 

○ 拡大生産者責任が本来対象とする「生産者」とは、その製品が廃棄物となった場合におけ

る環境負荷の管理・削減に最も支配力を持つ生産者が基本であり、物の特性に応じ、製造

事業者のみならず販売事業者等も含め広く対象とすべき。 

○ 拡大生産者責任の具体的手法としては、①製品の引取・処理等、②デポジット・リファン

ドシステム等の経済的手法、③製品規格に関する措置等が考えられる。その場合、生産者

に求める取組の性格などに応じて、法的に義務づける方法と生産者の自主的取組による方

法、これらを組み合わせる方法が考えられる。 
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古紙、厨芥の発生抑制・再資源化に係る国の動向 

 

１． 古紙 

○基本的な方向性 

① 「古紙リサイクル促進のための行動計画」（通商産業省（現 経済産業省）古紙推進リサイ

クル検討会：平成 12 年 12 月策定） 

・ 循環型経済社会の構築に向け、古紙利用の限界や省エネルギー等の他の環境影響等にも配

慮した上で、平成 17 年度の古紙利用率の目標のあり方及び関係者が取り組むべき方向とし

ての古紙リサイクル促進行動計画を提言。 

 

 提 言 を基にガイドライン改訂 

 

② 「産構審品目別廃棄物処理リサイクルガイドライン」（産業構造審議会廃棄物・リサイク

ル小委員会：平成 13 年 7 月改訂） 

・ 平成 17 年度に紙・パルプ製造業における古紙利用率 60％の達成を図る。 

・ 各種紙製品分野において古紙利用率の拡大に努める（特に印刷・情報用紙の分野）。 

・ 再生紙等の利用の拡大（普及啓発、表示の推進、グリーン購入法、自主行動計画に基づく

取組の推進等） 

・ 増加しているオフィス古紙について回収の促進を図る（オフィス古紙回収マニュアルの民

間企業への普及・啓発、効率的な回収システムの構築）。 

 

２． 厨芥 

○基本的な方向性 

① 食品リサイクル法（平成 12 年 6 月制定） 

・ 食品の売れ残りや食べ残しにより、又は食品の製造過程において大量に発生している食品

廃棄物について、発生抑制と減量化により最終的に処分される量を減少させるとともに、

飼料や肥料等の原材料として再生利用するため、食品関連事業者（製造、流通、外食等）

による食品循環資源の再生利用等を促進。 

・ 再生利用等の優先順位（①発生抑制、②再生利用、③減量） 

・ 再生利用等の目標（平成 18 年度までに再生利用等の実施率を 20％に向上） 

・ 再生利用促進のための措置（研究開発の推進、施設整備の促進、共同処理の促進、関係事

業者の協力の確保 等） 

 

② バイオマス・ニッポン総合戦略（農林水産省等５省：現在策定中） 

・ 農林水産資源、有機性廃棄物などの生物由来の有機性資源であるバイオマスを、エネルギ

ーや製品として総合的に利活用する社会「バイオマス・ニッポン」を実現。 

・ 地域の実情に即したバイオマス循環システムの構築、モデル地域における実証実験 

・ バイオマスの生産、収集、変換、利用の各段階における経済性の向上 

 

○具体推進施策 

• 

• 

食品リサイクルモデル整備事業 
・ 飲食店や食品販売事業者等食品関連事業者が食品の食べ残し（食品残さ）等のリサイクル

を共同して進めるにあたり、先進的・モデル的な食品リサイクル施設の整備に対して補助

金（地方公共団体、第３セクター、食品関連事業者で構成される事業協同組合等が対象、

補助率 1/2～1/4） 

食品リサイクル促進技術開発 
・ 食品廃棄物の発生抑制技術、高度再生利用技術の開発等 
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